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の時点です でに12学級 を下回 る水準 にある。財政ひっ迫 も中央政府 、地方政府 とも ども直面す る課
題 であ り、財務省 の財政制度等審議会建議(2008年6,月)などに見 られ るよ うに、小規模小 中学校
を再編統合 し、財 政効率性の担保 された学校 システムに転換す ることへの要請 、圧力は強まる傾 向
にある。小規模校 の発生 は過疎地 だけの現象 ではな く、都市部 をも巻 き込んだ全 国的課題 と言 って
よいが、 と りわけ過疎地 におけ る学校の小規模化の問題 は、少了高齢化 による全 国的な就学人 口減
少 と社会減 とが重なった解決の困難 な問題 になってい る。
しか し、「就 学」の義務づけを唯一の方式 として、義務教育 を保 障す るわが国の現行教育法制の も
とでは、小 中学校 を全 国各地に隈な く配置す るこ とは、憲法第26条に規定 され る義務教育を受 ける
権利の保 障問題 に直結す る課題 である。では、小 中学校 が配置 され る地域社会 の多様性 を踏 まえ、
一定の質の担保 された教育保 障のためには、学校の小規模化現象 について ど う価値判断 し、統合再
編 を進 める場合 には、 どのよ うな原理 に立ち、学校の規模 の有 りよ うや配置について ど う考 えた ら
よいか。
以上の よ うな問題 関心 か ら、本稿 では、 ここ数年にわた り継続 中の小 中学校配置研 究(1)の一環 と
して、以下のよ うな課題 に迫 ることとしたい。①過疎 地の小規模小学校の統廃合 の事例や小規模 小
学校持続 のための試 みに関す る記述 を進め、②小規模小学校の統廃合 と持続 の分岐点 をど う考 える
か、また、小規模校 を持続 させ る際の条件や教育プ ログラムのあ り様 を どう考 えた らよいか、につ
いて考察を加 えたのち、③サイモンの 「満足化」概念 を援用 し、小規模校の統合 と持続 との分岐点
を判断す るための理論枠組みについて考察を加 え、今後 の小学校再編モデル の構築の在 り方 につい
て論究する。
なお、本稿 では、「就学人 口減少地域 」や 「小規模小学校」な どの用語 を用 いてい るが、これ らに
ついて若干説 明を加 えてお きたい。
「就 学人 口減少地域」 とは、 自然増減 と社会増減 との二つの要因によって就学人 口の減少 がみ ら
れ る地域 の呼称 とする。また、「地域」概念 にっいては、市 区町村な どと互換的な概念 としては用い
ず、就 学人 口減少がみ られ る地理 的エ リア(通 学 区域 を基礎 とす る)の 呼称 とす る。就 学人 口減少
は都市、君陪区、離島 とい う区分のみ では説 明がつかない広範な広が りを見せ ていることに加 え、市
区町村全体 としては就学人 口減少 がみ られて も、地理 的エ リアに よる異なった トレン ドが見 られ る
こともあ るか らであ る。
また、「小規模小学校」とい う用語 にっいては、あ らか じめ学校 の適正規模等 を設定 した うえでの
概念 としては用いない こととし、児童数の長期的な落ち込みが見 られ、地域社会 に学校 の持続 に対
す る関心が芽生 え始 めてい る小学校 の呼称 とす る。 どの程度の児童数 が 「小規模」 に該 当す るか、
あるいは、学校の持続 に対す るどの程度の危機感が地域社会 に蔓延 してい る場合 「小規模小学校」
と呼ぶかについては、あ らか じめ定義 しない ことにす る(2)。
1過 疎地の小規模小学校の統廃合の事例
ここで事例 とす る1県0市 は、1県南部 に位置す る。1955年に近隣町村 との合併(第1次 市町村合
併)を経験 してお り、2005年にいわゆる平成 の大合併 によって、近 隣市町村 との合併(第2次 市町村
合併、1市4町2村)が 進み、広域化が進行 してい る。今 回対象 とす る地域 は、県庁所在地 か ら国
道 を通って40分程の位置 にあ り、周 囲を山に囲まれている。統合小学校(以 下、a小 学校 と略)の
通学 区域人 口は4,065人、面積 は108.87平方k皿であ り、戸数 は1,230である。
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0市 の小学校の入学児童数の推移 をみ ると、第1
次 市町村合併 当時の1955年には4,221人で学級 数 は





込 んでいる。その間、年度 によっては、入 学児童数
が0の 小学校 も出現 し、2012年予測 では、児童数 は
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以上を背景 とし、1996年に作成 された 「1県0市第8次 教育振興基本計画書」 では、既 に少了化
に伴 う小規模 ・複 式教育 に対する打 開策の必要 性が提起 されていた。そ こでは、新たに複式学級 を
編成すべき学校や少人数学級を抱 える学校 が増加傾 向にあることか ら、地域 の実状や住 民の意 向を
的確 にとらえ長期的な展望 に立ち学習環境 を整備充実 してい くことで、教育水準 の維持 向上 ・児童
生徒の育成 を図ることが明記 され ていた。学校統合 の検討対象 とされ たのは、0市 内の小学校5校で
あ り、 これ らを対等合併方式で1校 に集約す るこ とが検討 された。 これ ら5校 は、いずれ もへ き地
指定 を受けてい る小学校 であ り、5校 中4校 が複式学級 を有 していた。
また、同市 の 「中 ・長期学校再編計画」では、2008年以 降も、 自治体内の2校 を1校 にす る対等
統合、3校 を1校 にす る対等統合 が検討 され てお り、2000年時点で11校体制であった小学校 は、将
来的 には4校 体制への転換 される計画 となってい る(3)。今 回取 り上げ る統合事例 は、「中 ・長期学校
再編計画」の第1段 階 として位置付 け られている。
1-1統 廃合に至 る経緯
0市 における学校統廃合の検討 は、2000年7月に 「1県0市の教育 を考 える構想委員会報告」が出
された ことを契機 としている。その主たる 目的は、少子化で小規模(4)の学校 が増大 しつつあるこ と
か ら、①児童 の教育を保障す るに相応 しい適正 な規模 と運営の在 り方 を検討す るこ と、②望 ま しい
教育施策 を検討す ること、 とされ る。審議過程 ではア ンケー ト調査 も実施 され 、住民の意 向を踏ま
えなが ら協議 が重ね られた。ア ンケー ト調査の結果 を見 ると、統廃合 を肯定す る意見が75.6%(反対
は21.0%)と多数 を占め、統合条件 としてあげ られているのは、①交通手段 の保障、②既存校舎の有
効活用、③文化 中心施設 の整備 、な どであ る。 また、望ま しい学級規模 については、1学 年2学 級
を支持する回答が約80%に達する(5)。
その後 、2001年1.月に前年の報告 を基に 「21世紀 を展望 した0市 の教育の在 り方基本方針」が策
定 され、統廃合 に向けた方向が固め られた。 この 「基本方針」に基づ き、同年5月 か ら町内全域 を
対象 とした住民懇 談会 が開催 され るこ ととなった。半年後 の11Aには 「住民懇談会の概要報告」が
ま とめられ 、対象地区の全戸(1,230戸)に配布 されている。その後 も懇談会が重ね られ、統廃合対象
の5小 学校 区か ら同意書 が提出 され る。検討結果 を集約す る形で2003年7,月に 「新生統合小学校学
校づ くり推進委員会 」(以下、推進委員会Aと 略)が設置 されてい る。推進委員会Aは 、統廃合対象




で5小 学校 の統廃合 が議決 され、翌月 には議会 で
議決 された ことを踏 まえ、2006年4月1日に統合
a小学校 が開校す る。統合時点のa小 学校 の規模
は児童数194人、全7ク ラス、教員10名(管理職含
む)であった。子 どもの通学状況 について見 ると、
最遠通学距離 は13kmで、スクールバ スを活用 して
いる。冬期 は、 旧小学校 の1地 区で積雪に よる交
通障害が発生 し、スクールバスのダイヤの大幅 な
乱れや運行不能 になった状況が生 じたことを踏 ま
え、ス クール ・タクシー も導入 してい る。 なお 、
a小学校 の体育館 は、地域の社会体育施設 として
位置付け られ、地域住民 に開放 され る(6)。
廃校 となった旧小学校5校 の跡地利用のあ り方
については、現在 「学舎活用地域再生プ ロジェク




















でも、まちづ くりの課題 の1つ として、「学校 の統廃合等による遊休施設の利活用 によるまちの活性
化」が挙げ られてお り、統廃合後 の跡地利用 を町の活性化 に生かす ための案 が提示 されている(7)。
1-2調 査方法
ヒア リングは、学校統廃合関係 の委員会や審議会の参加者であ る地域住民4名 を対象に実施 され
た(8)。ヒア リングは、 あ らか じめ質問事項 を用意 し、2007年8.月24日に実施 されている。
ヒア リング結果の中か ら、本稿 では 「統合校 と子 どもの関係 」、「統合校 と地域住民の関係」、 「統
廃合の賛否 ・統合校へ の要望」に絞 り、報告す ることとす る。
1-3a小 学校 ヒア リング調査の結果
(1)「統合校 と子 どもの関係 」
統合校 と了 どもの関係 についての発言内容 は、表3の ように整理 できる。 地域住民は、統合校で
の子 どもの様子 について、「学校 がなくなって寂 しい気持 ちもあ る」、「地域で子 どもとすれ違 って疎
遠 になってきた」 といった、統合 によるマイナ スの感情 も抱いているが、他方 では、統合 は必要だ





























































統合校 と地域住民の関係 についての発 言内容 は、表4に 示 され る。 旧小学校 と地域住 民の関係 に
ついて、 「旧小学校では運動会 とか学芸会 とか…地域 と学校 が一緒 に行動 してきた面が結構あ る」、
「特 に用がな くて も 『ち ょっ と様子 でも見に行 ってみ るかな』 とい う気持ち」があった等 の発言が
見 られ る。また、「学校 の行事の時、4校で一緒 にや っていたのです。地域 とか学校 の交流 も兼 ねて」
とあるよ うに、統合前 の段階で地域 が合同で行事等の運営 を行ってお り、 旧小学校での行事 を通 し
て、 旧小学校 の学区を越 えて、地域住民同士の交流が図 られていた ことな どが語 られている。






















・統合 して、初 めの うちは、ち ょっ とぎこちない所 もあ りま した。顔見知 りもいるのです けど、や
っぱ り勝手 が違 うとい うか。何 かの集 ま りで会 う度 に、挨拶 し合 ってい ると、次第 に交流できて
きます。
・学校の行 事の時、そ うい うものをや ろ うとした時に、比較 的大 きか った1校以外の4校で一緒にや
っていたのです。地域 とかの交流 も兼ねて。
・今まで、 旧小学校では、子 どもの数 が少 なか ったか らとい うこ ともあるのです が、運動会 とか学
芸会 とか、そ うい うものをやろ うとした時 に、地域 と学校 が一緒 に行動 してきた面 が結構あ るの
です。お互いに、一緒 にや っていま した。今 は、薄れて きた とい う感 じはあ ります。
・私達は、何か学校 であれば、「どれ一緒にや ってみ るか」 とい う気持 ちがあ りま した し、特 に用が
な くても、 「ちょっ と様子で も見に行 ってみるかな」 とい う気持ちで、学校 を覗いてみた り。そ う
い うことが、 日常的 にあ りま したが、今 は学校 の方針 もあって、 ちょっ と手伝 うくらいの感 覚で
す。
・統合 して、前 よ りも学校 に参加す る親 とか地域の人は減 りま したね。で も、それ が統廃合 をした
か らか とい うと、 ちょっと分か らない。 も しかす ると、統廃合 しな くて も、地域 が衰退 してきて
い るか らか もしれ ない。
② に対す る意識
・前は交通安全母の会 とか、母親 クラブ とい うものがあったのです けど、統合 した時に 「それ じゃ、
この会 もや めま しょ う」ってい うこ とになって、消滅 しま した。私 としては残念 で したが、若 い
お母 さん方 の中には好まない人もいます し。統合 がきっかけにな って、時代 の流れ とい うか、そ
うい う感 じなのかも しれない。
・前は活発 にや っていた時 もあって、父兄 だけ じ・やな く、地域 の人 とも一緒に活動 してきた よ うな
団体だったのです け ど、ち ょっ と寂 しい気持 ちもあ ります。
③ に対する意識
・地域が、衰退 してきてい るの じゃないかな、 と思 う時があ ります。学校が、有 る無 いにかかわ ら
ず。今 まで活発 に活動 してきたけ ど、次 の世代になった時に、前の よ うにやれ るか とい うと難 し
い と思 うのです。
・生活が変わってきてい る部分 もある と思 うので。昔だ と、皆 で一緒 にやって とい う部分 もあった
のだろ うけ ど、今は俺達 もそ うだけ ど、みんな会社 勤め して 日中は地域にいない。生活が変わっ




これまで、「統合校 と子 どもの関係」、「統合校 と地域 の関係 」について紹介 してきたが、さらにこ
こでは、統廃合の賛否 ・統合校へ の要望について触れてい くことにす る。発言 内容は、表5の よ う
になっている。





も反 対 で し た
か?
②統合校であるa














































では、以上 に整理 した ヒア リング ・データを基礎 に した場合、学校統合の条件 について どのよ う
な教訓を引き出せ るのだろ うか。
第一に指摘で きることは、0市 の場合、5校 を1校 に集約す る学校統合の実施時 には、地域住民
間に学校統合やむな し、 とい う社会意識 が醸成 されていた、 ことである。地域住民は、統廃合 に対
して 当初反対 の意識 も持 ってお り、積極的に賛成 していたわけではない ものの、小学校 の小規模校
問題 について検討 を進 める過程 で、小学校教育 を中学校 ・高校教育 との接続 関係 で とらえ、小学校
統廃合の是非 を判断す る、 とい う意識へ と変化 させていった。学校統合 とい う、 しば しば地域 を二
分す る懸案 について、合意形成 プロセスが順調 に進行 した と見 ることがで きる。
第二には、第一 と密接 に関係す るが、小規模小学校 の問題があ くまでも教育論 の視点で詰 め られ
てい ることである。 旧小学校 の学校教育に比 して、統合新校 とな るa小 学校 の学校教育が子 どもの
学力の向上にいかに貢献す るか、集 団生活 の中で了 どもが社会性 をいかに育む ことが可能 なのか、
とい った観点 を重視 し、検討 が進 め られている。学校統合 は地域社会 の衰退 とい う観 点か ら否定的
に見つめ られ ることも多い。0市 の学校統合 問題で も、地域の衰退 を憂慮す る意見 も噴出 したが、
この問題 を子 どもの教育環境整備 とい う観 点に絞 りこんで解決に導 いてい る。
第三には、学校 統合 に着手す る以前、学校 間連携 や学校 を取 り巻 く地域住 民同士の交流 が活発に
行 われていた点である。 この学校 間の連携や地域住民同士の交流は、学校統廃合 をあ らか じめ視野
に入れて実施 されてきたのではな く、児童数 の減少 を受 け、子 ども集 団の適度 な大 きさを維持す る
必要か ら取 り組まれてきた。通学 区域 を越 えた地域同士の繋が りや学校間の協働 関係 とい う土壌が
用意 されていたため、学校統合 問題 が発 生 しても、各地で発生 している、母校 だけは存続 させ よ う
とい う地域 同士の対抗 関係 の発 生を最小限に とどめることができた。
O市 の学校統廃合 は5校 の小学校 を1校 へ と集約す る大規模 な ものであったが、 しば しば顕在化
す る地域紛争 は表だって生起 していない。 その背景については以上に3点 にま とめたが、 これ らを
集約すれば、次の よ うに表現する こともできる。つま り、5校 の地域的基礎 となってい る集落間の
連携や交流 、協働 関係 が成熟 し、円滑な学校統合 を促進 した、 とい う言説 としてである。学校統合
は、それぞれ に歴 史や文化、学校組織特性等 を持つ学校 同士の統合 であ り、学校文化や地域文化の
融合プ ロセ スを経なけれ ば推進 は難 しい。 以上 に取 り上げた事例 は、集落における地域住 民の合意
形成の重要性 を浮き彫 りに している事例 と言 ってよい。
H過 疎地の小学校間ネットワークによる小規模小学校存続の工夫
以下で紹介 し、検討 を進 めるのは、1県0市 の学校統合事例 と対蹟的 に、小規模校4校 をネ ッ ト
ワー ク化す る工夫を通 じ、小規模校持続 を当分 の間維持 しよ うとしてい る試 みである。
1県のM市 は、市町村合併を経 て現在 を迎 えてい るが、まず、 ヒア リング対象 となっている学校
の地理的な位置関係等 に触れ ることとしたい。4校 の小学校は、b小 学校(2006年度児童数54名)、
c小学校(57名)、d小学校(44名)、e小学校(18名)で あ り、 この4校 は 旧N村 として統合 され
た4つ の 旧村 に配置 され ていた小学校で、半径5キ ロの円の中にほぼお さまる地理的な位 置にある。
「四つの葉学校事業」 として知 られ るM市 の学校間ネ ッ トワー クは、週1回 スクールバスを巡回 さ
せ、拠点校 に子 どもすべ てを集 め集合学習を進 める事業 である。集落 の拠点 としての小学校 とい う
側面 と、小規模学校 であるがゆえの、了 どもの集団性 、社会性 な どの弱点 を補お うとす る側面の交
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差点 に成 り立 っている事業 といってよい。
では、 このよ うな学校 間ネ ッ トワー ク事業 に対 し、保護者や地域住民は どのよ うな意識 を抱いて
いるか。 ヒア リング調査 はあ らか じめ質問票 を用意 し、4校 の学校 を訪問 し、保護者 、地域住民、
校長等を対象 に実施 してい る。 ここでは、 もっ とも奥まった位 置にあるe小 学校 におけ るヒア リン
グ結果を取 り上げ る㈹ 。なお、このケースの場合 には学校統合 にかかわる争点を含んではいないた
め、a小学校のケースのよ うに分析的な示 し方 は とらず 、あ らか じめ用意 された質 問項 目をい くっか
に くくり小見 出 しを設 けること、話 し手 を校長 と地域住民 とに分割 して表示す るこ と、に とどめ、
ヒア リング結果全体を示す ことにす る。
〈e小 学校 ヒア リン グ2007年12月13日実施 〉
学 校 に対す る保 護者 ・地域 住 民 の意識
Q学 校 としては、学校の教育活動に対する保護者や地域住民の協力についてどうご覧になりますか。
(校長)す ごく協力 していただいていることが多いです。何せ、児童数が少ないもので、本当に一緒にやっている授業が
多いですね。大きいところでは運動会は地区民一緒にやってお ります。あと、区の収穫祭 とい うのがあるのですけど、そ
れに向けまして、老人クラブの方が中心になったサツマイモのことを、PTAも もちろん畑が下の方にあるのですけど、
耕 しをやってくださったりして、PTAと 地域の方と学校でサツマイモづくりを年間通してや りまして、区の収穫祭に子
どもたちも参加して、販売もしているということもあります。大きなところは運動会と区の収穫祭ですが。




す。大きい協力もそ うですけど、私個人的にはリサイクル、資源ごみを毎月1回収集場所から軽 トラック1台 くらいにな
るのですけど、そ ういうものを学校に運んで、いくらかでも資金づ くりに協力 したいなと思いま して、そうい うことをや
っています し、個人的ではなくても、地域で皆さんがそうい う意識を持っているようです。やは り、今はいろいろなメデ
ィアというか、情報機関がありますけれど、昔はやはり山間地域なものですから、学校 というのは文化の発祥地とい うか、
学校というものを先生が出入りする、地域の人たちは本当に学校 というものを特別の、教育の場以外にも学校は大事なと
ころ、地域にとってはなくてはならないとい う、そ ういう気持ちで。 うまくまとめて話せませんけど、昔は生徒数が200
人、300人くらいでしたけれ ど、今、本当に少子高齢化で老人たちが多 くなって、子どもが本当に少ないのですけれ ども、
学校が昔と変わ りなく、文化の発祥とい うわけでなくても、学校は地域に最後の最後まで残 してもらいたい。
地 域社 会 と生 活 圏 、 就 労 圏
Qこ の集落の中で職場を持っている方以外の方もお られると思 うのですけど、M市の町中の方に下 りていって職場はそ



















































小 学校 と中学 校 の違 い 、統 合 され た 中学校
Q中 学校の廃校というのはどうでしたか。やはり大きい反対 とか、さびしいとい う感情は。
(地域住民)地 区で何回も話し合いをしまして、……(聴取不能)… …小学校 と違って中学校はクラブ活動もですけど、
少人数では無理があるとい うことで。
Qe小 に伺ったのは2回 目なのですけど、前の校長先生にお話を伺った時に、保護者とか、地域の方は、e小学校は小
規模だということに対して何不自由を感じていない、不満も1つ も感 じていないと。地域 とか、保護者の信頼感 とか、






















(校長)や はり、同学年同士の子 どもたちの競争心とか、本校の今年の課題を、「自主自立」とい うことで挙げているの
ですけど、やは りとても素直でいい子どもたちなのですけど、自分から進んでやるとか、そうい うところがどうしても足
りないかなと思って、そ ういう教育課題を挙げて今年度もやっているのですけど、そ ういう面ですね。
Q学 力面 と、そ ういう人間関係的な力の面と両面あると思うのですけど、学力面については、先生はどんな感 じで。










「ここでここはこうだろう」と具体的に教えたり、止めたりしているようです。そ うい う点から見れば、同学年の人 との
かかわりとい う面で見れば、うちの子は6年生1人なのですけど、四つ葉の学校に行くと保育園も一緒だった子がいて、全
然顔が違 うのですよね。やはり生き生きとして。だから、その辺で彼は私が一緒についていった時に、学校では見 られな
い生き生きとした顔 しているなとい うのは感 じて。だから、そ ういう点では四つ葉へ行っていることはすごくいいことだ
なというのは、私はこの学校に来たばか りですけど、一緒についていってすごく感 じました。彼はすごくそ ういうところ
でも同学年 とのかかわりをかなり学んでいると思います。
小 規模 小 学校 のネ ッ トワー ク化 事 業 の意 義























4校での ヒア リングで共通に表 明 されたのは、 「地域の学校 がな くな る事態な ど予測 できない」、
「学校 は地域 に とって心 の拠 り所」 とい う、「学校 の地域拠点性」を示す住民意識 である。四つの葉
学校事業は、この 「拠点性」を強める取 り組み として肯定的 に評価 され ることがもっぱ らで、ス ク
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一ルバスを週一 日活用す ることへ の懸念や時間的な無駄意識な どが表 明 され ることはなかった。で
は、M市の小規模校持続 に向けての取 り組み は、どの よ うな背景の もとに成 り立ってい ることが想定
され、それ は、全国各地 の小規模小学校の持続 に向けての方式 として、 どの よ うなことを教 えてい
るか。
第一に指摘 できると思 われ るのは、 旧N村では、2002年度 まで3校 であった中学校 が統合 を経 て
2003年度 には1校 となったため、小学校が立地す るそれ ぞれの地区に とって、残存す る小学校が集
落唯一の学校 とい うことになった、 とい う背景 である。
第二には、小学校4校体制に移行 した1975年には510人の児童数であったものが、2004年度 には182
人 にまで落 ち込んでいるが、しか し、4校 一緒にすれば100人台を維持で きることにな り、小学校閉
鎖 とい う決 断を導 く水準 にあるとは認知 され ていない、とい う背景が指摘 できそ うである。そこに、
市教育委員会 の事業 として学校 間連携が始まったわけで、小規模化 の傾向に対す る対抗策 として有
効、 とい う認識が広 がってい る。
第三には、e小 学校 がもっとも遠方 にあ るものの、それ でも近隣校 との距離 は8キ ロメー トル程
度 に とどま り、その他の3校はいずれ も5キ ロ圏内にあ るとい う立地条件が四つの葉学校事業 に現実
性 を生み出 してい る。
第 四には、小学校 が立地す る集落 は連担の形態 とい うよ りは、それぞれが孤 立的であ り、む しろ
分断的な要素 が強い。学校間の連携 をこえて、学校統合 とい うことになれば、集落の再編 まで進む
ことになる、 とい う意識 が強 く働 いてい る、 とい う事情 も指摘できる。
以上の四点 を考える と、M市 の四つの葉 学校事業は次 のよ うな条件 のもとに成 り立っている と想
定す ることができる。①学校 間連携 を無理 な く進 めることがで きる学校立地 とい う条件 であ り、4
校 はほぼ半径5キ ロ圏域 にお さまってい る(ス クールバ スを活用す るに して も、比較的短 時間に行
き来が可能)、②連携校児童数 を合計す ると、学校統合を考 えるほ どの落 ち込みの水準 にない とい う
社会心理 、③学校 の立地す る集落 が分断型 のため、統合 よ りは連携 を とい うメ ッセージが受 け入れ
られやすい、 とい う条件 である。
皿 小規模小学校の持続 と統合の条件に迫るための課題と研究フレーム ーおわ りに
一般に、学校統合は、学校 と地域 との関係 を再編す る効果 を持っている。その際、その 「再編」
が しば しば地域紛争 にまで発展す る背景 として、以下の ような事情 を想定できる。第一は、小学校
の場合 とくに、明治初期 に学校 が設置 され始 めた時の学校 と地域 関係 の歴 史が残存 している(京 都
の元学区は もっ ともよく知 られている事例 であるが、類似 した学校 ・地域関係 の歴史は全 国各地に
見 出される)、第二は、学校行事や保護者会 、PTAな どを介 してのその後の小学校 と地域 の連携の
歴史の中で、小学校 とい う存在 が教育の 「入会地」の よ うな性格 、構造 を有す るよ うになった、 と
い う二点である。
本稿 冒頭 に指摘 したよ うに、少子高齢化や過疎化の進行 のもと、学校の小規模化は全 国各地 に拡
大 しっっある。新入 生ゼ ロで、 自然消滅 に追 い込まれ る学校まで出現 してい る。
この よ うな背景の もと、我が国にお ける深刻 な課題 として浮上 してい るのは、我が国で 「少子高
齢化社会 の義務教育システムの再構築」 をど う進 めるか、 とい う課題 である。本稿で、小規模小学
校 の持続条件 と統合条件 とについて検討 を進 めてきたのはその よ うな背景 を下地 に している。
ところで、これまでの全国各地 の 自治体のアプローチを見た場合 、学校の小規模化問題 で通常採
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用 され る戦略 は、「学校の適正規模」 とはなにか、とい う問い と 「通学距離 ・時間の適正値」を どう
確定す るか、とい う問いの設定であ る。それ は、小 中学校 の配置 問題 は学校規模 と通学距離 ・時間、
それ に地域社会の結節点 としての学校、とい う3要因か ら成 り立つ と考 えられ るこ とや 、学校教育法
施行規則等 の諸法令 の規定 を反 映 してい る。
しか し、 これ ら2点 の課題 につ いての実証 的研究は意外 と少ない(11)。
今後、学校 の適正規模や適正通学距離 ・時間に関 して実証的に研究 を進め るには、教育経営学、
教育心理学 、体力学、保健学、教育社会学等 々の隣接科学 の協働 を基礎 に した学際的なアプローチ
が必要 となる、 と考え られ る。
さらに、いまひ とつの課題 として指摘できるのは、学校 の規模や学校配置を二大要因 として小規
模小学校 問題 に迫 るに際 しての、考察 フ レームの構築の有 り様 である。
国の法令や全国 自治体 の動向に見 られ るよ うな、「学校 の適正規模」や 「通学距離 ・時間の適正範
囲」の設 定 とい う迫 り方 は、かつ てスプー トニ ックシ ョックの後に広 がったシステム工学を思い起
こさせ る。端的 に表現すれば、 「最適化」(optimization)戦略であ る。
上述 したよ うに、 「学校 の適正規模 」や 「通学距離 ・時間の適正範囲」 とい うテーマその ものは、
デー タベ ースの研 究蓄積 が求め られ る重要課題 と言ってよいが、取 り上げ られた2事例が示唆 してい
るのは、小規模小学校 の再編の有 り様 を検討す る際の 「最適化」戦略 の妥 当性 の問題 である。
学校 とい う制度は、機械の よ うな閉鎖システ ム とは異 な り、地域社会 に根 を下ろ した社会的存在
である。そ こで、「思い 出 としての学校 」「地域 の核 としての学校 」「コミュニティの文化 的セ ンター
としての学校」な どの言説が飛 び交い、人々の郷愁の源 となる。 しか し、最適化戦略は、そのよ う
な情念の中の学校 とい う側面を後退 させ、あるいは、否定 し、もっぱ ら、「学校 の適正規模」 とい う
量的基準、「通学距離 ・時間の適正範囲」とい う量的基準を最適に満 たすデスクワー ク上のモデル構
築 を促進 しよ うとする。そ こで考 えてみたいのは、サイモ ン、H.A.がかつて唱えた満 足化 とい う概
念で ある(12)。サイモンの満 足化 の概念に解説 を加 え、 コリンズ、R.は、次のよ うに述べ る㈹。
「実際、複雑な組織 を動かす唯一の方法 は、最適化 の戦略 をあき らめることである。… 最大の
生産性水 準、可能な限 りでの最小 コス ト、可能 な最高の質、可能な最高の安全記録な どを達成 しよ
うとす るかわ りに、別 の基準をつ くるのである。それぞれ の項 目について満足水準、つま りそれ以
下での結果 を認 めた くない よ うな水準 を定める。物事が この満足水準 をみたす かぎ り、そのままに
放 ってお く。いいかえれ ば、可能 な限 りの最大 の生産を得 よ うとす るのではな く、達成 しようとす
る一定の 目標 を定め るのである。… このや り方の一部は、不調検査 をふ くんでい る。満足水準が
すべての領域 でみた され るよ うにす るために検査 を続 けなければな らない。 ひ とつの ことがその水
準以下になった ら、その修復作業 に とりかか らねばな らない。… 複雑で不確 定な状況を取 り扱 う
場合、満足化 と不調検査 とい うこの戦略は、 もっ とも合理的な方法 である。」
本稿 で取 り上げてきた2事 例 は、統合や持続 の対象校全体の児童数規模 はほぼ同様(0市 の統合
事例では2006年度児童総数は194人、M市 の学校ネ ッ トワーク事業では2006年児童総数 は173人)で
あ りなが ら、前者 では 「不調」状態 にあるとされ、後者 はまだそ こまでいっていない、 と判断 され
てい る。 また、東京や京都、大阪な どにおける、学校統合 か学校存続 かの臨界点 は、一学年複数学
級維持 と考 え られているこ とが多い。つま り、これ ら地域 では、僻地 な どか ら見れば 「大きな」学
校 の状況で統合 に踏 み切 っている。 これは何 を示すか。
解釈 の一つ の可能 性は、小中学校配置密度 の違いが背景 にあ り、た とえば1学 年1学 級校 である
として も、地域 によっては統合 を推進すべき水準 と認識 され、また、他地域 では学校持続 を進 める
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べ き水準 と認識 される、 とい うことである。つ ま り、学校 の 「不調」や 「満足水準」は地域 ご とに
区々であ り、ただ一つ の量的指標 で一律に学校配置 を考 えることの限界 を示 してい る。
今後の課題 と考え られ るのは、全 国の就 学人 口減少 地域 を含 んだ 自治体で、小 中学校配置計画 を
策定す る際のフォ0マ ッ トの構築 である。 その際 には、地域特性 の類型化、地域類型に即応 した再
編方式の定式化な どが課題 となる。
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